
 

 

 

 

ＪＥＳＣ 
 

 

 

 

 

特別高圧架空電線と支持物等との離隔の決定 
 

 

ＪＥＳＣ Ｅ２００２（１９９８） 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成１０年５月２９日 制定 

（平成３０年１０月１日 確認） 

 

 

 

日本電気技術規格委員会 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

制定及び改定の経緯 

平成 10 年 5 月 29 日 制定 

平成 22 年12 月 17 日 確認 

平成 27 年 7 月 23 日 確認 

平成 30 年 10 月 1 日 確認 

 



日 本 電 気 技 術 規 格 委 員 会 規 格 

特別高圧架空電線と支持物等との離隔の決定 

Ｊ Ｅ Ｓ Ｃ  Ｅ ２ ０ ０ ２ （ １ ９ ９ ８ ） 

 

 

目    次 

 

 

１．適用範囲 ･･･････････････････････････････････････････････････････････････ 1 

 

２．引用技術報告 ･･･････････････････････････････････････････････････････････ 1 

 

３．技術的規定 ･････････････････････････････････････････････････････････････ 1 

 

 

 

ＪＥＳＣ Ｅ２００２（特別高圧架空電線と支持物等との離隔の決定）解説 ･･･････ 2 

 

 １．制定経緯 ･････････････････････････････････････････････････････････････ 2 

 

 ２．制定根拠 ･････････････････････････････････････････････････････････････ 2 

 

 ３．規格の説明 ･･･････････････････････････････････････････････････････････ 2 

 

 ４．関連資料 ･････････････････････････････････････････････････････････････ 3 

 

 別紙１ 電気学会「架空送電線路の絶縁設計要綱」（1986） 

における考え方 ･･･････････････････････････････････････････････････ 4 

 

 別紙２ 「架空送電線路の絶縁設計要綱」（1986）における 

閃絡確率許容値 ･･･････････････････････････････････････････････････ 7 

 

 別紙３ 絶縁設計要綱（1986），技術基準解釈，NESC 及び DIN 

による腕金長さ試算結果 ･･･････････････････････････････････････････ 9 

 

 別紙４ 事故実績からの考察 ･･･････････････････････････････････････････････ 10 



- 1 - 

日 本 電 気 技 術 規 格 委 員 会 規 格 

特別高圧架空電線と支持物等との離隔の決定 

ＪＥＳＣ Ｅ２００２（１９９８） 

 

 

１．適用範囲 

  この規格は，特別高圧架空電線と支持物等との離隔について規定する。 

 

２．引用技術報告 

  次に掲げる技術報告は，この規格に引用されることによって，この規格の規定の一部を構成

する。この引用技術報告は，その表題，番号，発行年及び引用内容を明示して行うものとする。 

 

  電気学会技術報告（Ⅱ部）第 220 号「架空送電線路の絶縁設計要綱」（1986） 

 

 

３．技術的規定 

  特別高圧架空電線と支持物等との離隔は，電気学会技術報告（Ⅱ部）第 220 号「架空送電線

路の絶縁設計要綱」（1986）の絶縁間隔の設計手法に準じて決定し施設することができる。 
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ＪＥＳＣ Ｅ２００２（特別高圧架空電線と支持物等との離隔の決定）解説 

 

平成 30 年 10 月に見直しを行い，本文の改定を行う必要がないことを確認した。 

なお，本解説での電気設備の技術基準の解釈（以下，「電技解釈」という。）の条項は，規格制

定時の電技解釈の条項番号を示す。 

 

１．制定経緯 

 電気設備の技術基準の省令（以下，省令という。）第 20 条に「電線路は，施設場所の状況及び

電圧に応じ，感電又は火災のおそれがないように施設しなければならない。」ことが規定されてお

り，これに関連して，電技解釈第 105 条において，使用電圧区分毎に一律に電線とそれを支持す

る支持物との離隔距離を規定している。 

 一方，昭和 61 年に電気学会技術報告（Ⅱ部）第 220 号「架空送電線路の絶縁設計要綱」におい

て，開閉サージ電圧，電線の風による横振れ等を統計分布としてとらえ，閃絡確率を計算し，こ

れを許容値以下に抑えるという新しい絶縁間隔の設計手法（詳細は「別紙１」参照）が提案され，

現状は本要綱に基づいて電線と支持物との離隔設計が行われている。しかし，上述のとおり電技

解釈に使用電圧区分毎に一律の離隔距離が規定されていることから，本要綱の一部が適用できず，

鉄塔のコンパクト化（腕金長さの短縮等）の妨げとなっている。 

 これらの状況から，「架空送電線路の絶縁設計要綱」の適用可否について調査・検討したところ

同要綱の妥当性が検証できたため，特別高圧架空電線と支持物等との離隔距離の決定手法に，電

気学会技術報告（Ⅱ部）第 220 号「架空送電線路の絶縁設計要綱」を適用できるとする規格を制

定した。 

 

２．制定根拠 

 「架空送電線路の絶縁設計要綱」の適用可否に関して以下のように調査・検討した。 

 （１）電気学会「架空送電線路の絶縁設計要綱」の妥当性評価 

    「架空電線路の絶縁設計要綱」は，我が国における離隔設計に関する最新の知見を集約

したものであり，電気学会という権威ある機関において報告されたものである。 

    また，本要綱は閃絡確率を許容値として設定しているが，その確率は極めて低いもので

あり，保安上問題ないレベルである。（詳細は「別紙２」参照） 

 （２）海外の規格・基準との比較 

    電技解釈，海外規格及び本要綱に基づき腕金長さを試算した結果，本要綱による場合の

値は電技解釈やアメリカの規格による場合とドイツの規格による場合の中間的な値となっ

ている。（詳細は「別紙３」参照） 

 （３）過去の事故実績に関する調査 

    アークホーンの設置等による設備の改善により，断線事故は現行規定制定時の 1/35 まで

減少している。電線－鉄塔間の閃絡による断線は，それらの事故のうち極くわずかであり，

そのほとんどは雷撃によるものである。また，これまでに雷撃によるものを含めても支持

物での閃絡に起因する感電事故は発生していない。（詳細は「別紙４」参照） 
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３．規格の説明 

 特別高圧架空電線路では，電線とその支持物，腕金類，支柱又は支線との間が対地絶縁距離の

最低箇所になるが，昭和 61 年の電気学会技術報告「架空送電線路の絶縁設計要綱」において，開

閉サージの電圧及び風の強さを統計量としてとらえ，開閉サージによる閃絡の発生確率を計算し，

特別高圧架空電線と支持物の間の離隔距離を決定する手法が提案されており，この手法によれば

閃絡確率を事実上問題ない程度に抑制することができることから，同要綱の適用を認めている。 

 同要綱によれば，電線と支持物との離隔を標準絶縁間隔（電撃に対するアークホーンとの協調

間隔）及び異常時絶縁間隔（線路の最高許容電圧に対する絶縁間隔）を確保できるように決めれ

ば，開閉サージ電圧による電線－支持物間での閃絡確率は事実上無視できる程度に小さくなるこ

とから，このようなケースでは開閉サージに対する検討は省略できるとされている。 

 なお，開閉サージ電圧の大きさ，風の強さの分布等については同要綱を参照されたい。 

 

４．関連資料 

 別紙１「電気学会『架空送電線路の絶縁設計要綱』における考え方」 

 別紙２「『架空送電線路の絶縁設計要綱』における閃絡確率許容値」 

 別紙３「絶縁設計要綱（1986），技術基準解釈，NESC 及び DIN による腕金長さ試算結果」 

 別紙４「事故実績からの考察」 
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別紙１ 

 

電気学会「架空送電線路の絶縁設計要綱」（1986）における考え方 

 

 

 本要綱は，架空送電線の絶縁設計の指針として電気学会により示されたので，送電線の絶縁

設計はほとんど本要綱に従って行われている。 

  その絶縁設計の基本的な考え方は以下のとおりで，電線と支持物との離隔については，次頁

に示すクリアランスダイアグラムを提案している。 

 

  ａ．内部過電圧（開閉サージ，線路故障時の過電圧）に対しては閃絡事故を一定の確率以下

に抑える。 

  ｂ．雷撃に対しては，がいし連又はアークホーンの 50%衝撃閃絡電圧に相当するギャップ長

以上の離隔（標準絶縁間隔）を確保し，閃絡をすべてがいし連で起こさせる。 

 

 このうち，開閉サージについては，開閉サージ及び風による横振れを統計量としてとらえ，

閃絡を確率的に評価する手法を提案している。この手法は，開閉サージ倍率を下表の統計量と

し，風速の発生確率を次の式「菱田氏の式」と仮定し，その組み合わせにより開閉サージ電圧

による電線と鉄塔間の閃絡確率を計算する（開閉サージによる閃絡確率の計算概要は，次頁参

照）ものである。なお，閃絡確率の許容値として，1.6×10-3回（100 基の線路で 50 年に１回の

発生確率）と提案している。 

 

Ｐ（＞Ｖ）＝（１＋αＶ）・ｅ－αＶ 

ここで， 

   Ｐ（＞Ｖ）：風速Ｖを超える確率 

   α：2/Ｖ0 

   Ｖ0：10 分間平均風速の年間総平均 

 

表 開閉サージ倍率の分布（正規分布） 

中性点接地方式 
投入抵抗

の 有 無

発生頻度分布（対地） 

平均値 標準偏差 

抵抗リアクトル接地 無 2.25 0.35 

有 効 接 地 

無 1.9 0.3 

有 1.52 0.16 
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別紙２ 

 

「架空送電線路の絶縁設計要綱」（1986）における閃絡確率許容値 

 

 本要綱において開閉サージによる閃絡確率の許容値を，1.6×10-3回（100 基の線路で 50 年に１

回の発生確率）と提案している。 

 

 

 しかし，さらに本要綱では，開閉サージのほかに線路故障時の電圧上昇や雷撃に対する絶縁性

能についても考慮するように規定されているため，これらを考慮して設計すると，開閉サージ電

圧による閃絡確率は下記のようにさらに低い値となる。 

 

 

 

 

 

 

（詳細は次頁参照） 

 

よって，本要綱に基づいて設計すれば，事実上電線と支持物間で開閉サージによる閃絡は発生

しないものと見なすことができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

154kV 及び 275kV では，電線－塔体間での閃絡確率０。（電線－塔体間では閃絡しない。） 

66kV 及び 500kV では，電線－塔体間の閃絡確率が 1×10-5回（100 基の線路で 8000 年に 1

回の発生確率）より低く，無視できる値である。 
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ホーン間隔及びアーム長さと開閉サージによる 

フラッシオーバ確率（閃絡確率）の関係 
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別紙３ 

 

絶縁設計要綱（1986），技術基準解釈，NESC 及び DIN による 

腕金長さ試算結果 

 

電 圧 

（kV） 

所 要 腕 金 長 さ （片側，m） 

懸 垂 鉄 塔 耐 張 鉄 塔 

絶縁設

計要綱 

技術基準 

解釈 

NESC DIN 絶縁設

計要綱

技術基準 

解釈 

NESC DIN 

500 7.6 7.1(注) 7.8 6.4 6.1 5.3(注) 6.1 5.4 

275 4.3 4.7 4.7 3.6 3.1 3.5 3.4 2.9 

154 2.5 2.7 2.8 2.1 2.0 2.1 2.2 1.7 

77 1.6 1.7 1.7 1.2 1.1 1.2 1.2 0.9 

 

［計算諸元］ 

 （懸垂がいし連長，ジャンパー深さ） 

項  目 500kV 275kV 154kV 77kV 

懸垂がいし連長（m） 6.50 3.65 2.15 1.40 

ジャンパー深さ（m） 5.11 2.52 1.60 0.91 

 

 （設計横振角，所要離隔） 

項  目 絶縁設計要綱 技術基準

解釈 

NESC DIN 

設計横振角 

（度） 

懸垂型 20 70 50 55 20

耐張型 15 60 40 45 15

所要離隔 

（m） 

500kV 4.26 1.23 1.60(注) 2.03 3.51

275kV 2.10 0.68 1.60 1.40 1.91

154kV 1.33 0.38 0.90 0.87 1.07

77kV 0.76 0.19 0.45 0.45 0.63

 

(注) 500kV の技術基準解釈による値が他電圧に比べて相対的に短いのは解釈の規定が 230kV 以

上は一律の離隔となっているため。実際の設備は解釈規定の他絶縁設計要綱も考慮して設計

しており，実運用上の問題はない。 
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別紙４ 

事故実績からの考察（2017 根拠データレビュー） 

 

１．事故実績の推移 

 本条規定の目的の 1 つは，開閉サージによる閃絡経路をがいし装置とすることにより，アーク

電流による溶断等の電線被害を防止することであると考えられるが，過去の断線実績及びその原

因の調査を行った。現在では断線事故率はアークホーンの設置等の設備改善に伴い，本条規定制

定時の 1/35 まで減少している。また，万一，電線と支持物間において閃絡したとしても，近年電

線が大サイズ化していること，アーマロッド等の保護設備が整備されていること等から，供給や

保安に支障をきたすような断線事故に至る可能性は小さい。 

 

（１）JESC E2002(1998)制定時 

 

第 1 図 送電線断線事故件数・事故率の推移 

 

 また，断線事故の原因では，開閉サージによるものか否かの判定は困難ではあるが，氷雪，故

意過失，他物接触等径間途中の事故が大半を占めており，鉄塔での断線事故は雷撃によるもの等

わずかである。 

第 1表 断線事故原因別内訳（S.55～H.1） 

事故原因 発生件数 構成率(％) 備       考 

氷 雪 147 40 ・スリートジャンプ，電線垂下他 

故 意 過 失 108 29 ・クレーン車接触他 

他 物 接 触  52 14 ・樹木接触他 

風 雨  17  5 ・強風による径間短絡他 

設 備 ・ 保 守 不 備  16  4 ・スリーブ過熱他 

雷 撃  11  3  

そ の 他  18  5  

計 369 100  
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 開閉サージ電圧による電線と支持物間の閃絡確率は高くても 1×10-5回（100 基の線路で 8000 年

に 1 回の発生確率）と十分に低く，さらに人間が鉄塔に昇塔もしくは接触する確率も考慮すると，

開閉サージ電圧により公衆又は作業者が感電する可能性はほとんどないといえる。また，鉄塔に電

流が流れる要因として，雷撃による閃絡が挙げられその確率は開閉サージ電圧に比べるとはるかに

高いと考えられるが，それを含めても鉄塔での閃絡に起因する感電事故は発生していない。 

 

 

第 2 表 原因別感電死傷者数（H.3～H.7） 

年度 

作 業 者 公   衆 計 

被害者 

過 失 

作業方法

不  良

被害者 

過 失 

第三者 

過 失 

自 殺 

 

その他 

 
 

H3  2 1 10  3    16 

H4  2   9  9 1 1  22 

H5  2  11  2    15 

H6  4   4  2 1   11 

H7  3   7  2 1   13 

計 13 1 41 18 3 1  77 

 

 

 

（２）2017年確認結果（電気事業連合会 電気保安統計および設備実態調査データより） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2図 送電線断線事故件数・事故率の推移 
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第3表 断線事故原因別内訳（H.18～H.27） 

事故原因 発生件数 構成率(％) 備       考 

氷 雪 23 20 ・スリートジャンプ，電線垂下他 

故 意 過 失 12 10 ・クレーン車接触他 

他 物 接 触 29 25 ・樹木接触他 

風 雨 34 30 ・強風による飛来物接触他 

設備・保守不備 8 7 ・腐食劣化他 

雷 撃 8 7  

そ の 他 1 1  

計 115 100  

 

 

第4表 原因別感電死傷者数（H.18～H.27） 

年度 

作業者 公   衆 

計 被害者 

過 失 

作業方法

不 良 

被害者 

過 失 

第三者 

過 失 
自 殺 その他 

H18 1 3 0 0 0 0 4 

H19 1 1 0 1 3 0 6 

H20 0 1 4 0 0 0 5 

H21 0 1 0 0 0 0 1 

H22 1 2 3 1 1 0 8 

H23 1 1 4 1 0 0 7 

H24 0 1 2 1 1 0 5 

H25 1 1 1 2 0 0 5 

H26 0 0 2 1 0 0 3 

H27 1 2 3 1 0 0 7 

計 6 13 19 8 5 0 51 
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第3図 公衆感電の事故件数・事故率の推移 

 

２．根拠データの確認結果 

 根拠データについて規格制定以降の状況を確認した結果，送電線断線の事故率の傾向に変わり

がなく，また感電死傷者数は減少していることを確認した。 

 よって，規格を継続する条件を満たしているものと判断する。 

 

 

 



 

日本電気技術規格委員会規格について 

 

１．技術基準の性能規定化 

電気事業法においては，電気設備や原子力設備など七つの分野の技術基準が定められてお

り，公共の安全確保，電気の安定供給の観点から，電気工作物の設計，工事及び維持に関し

て遵守すべき基準として，電気工作物の保安を支えています。これら技術基準のうち，発電

用水力設備，発電用火力設備，電気設備，発電用風力設備の四技術基準を定める省令は，性

能規定化の観点から平成9年3月に改正されました。 

 

２．審査基準と技術基準の解釈 

この改正により，四技術基準は，保安上達成すべき目標，性能のみを規定する基準となり，

具体的な資機材，施工方法等の規定は，同年5月に資源エネルギー庁が制定した「技術基準

の解釈」（発電用水力設備，発電用火力設備及び電気設備の技術基準の解釈）に委ねられる

こととなりました。その後，平成16年3月に発電用風力設備の技術基準の解釈が示され，「技

術基準の解釈」は，電気事業法に基づく保安確保上の行政処分を行う場合の判断基準の具体

的内容を示す「審査基準」として，技術基準に定められた技術的要件を満たすべき技術的内

容の一例を具体的に示すものと位置付けられています。 

 

３．審査基準等への民間規格・基準の反映 

この技術基準の改正では，公正，公平な民間の機関で制定・承認された規格であれば，電

気事業法の「審査基準」や「技術基準の解釈」への引用が可能（原子力を除く。）となり，

技術基準に民間の技術的知識，経験等を迅速に反映することが可能となりました。 

このようなことから，これら「審査基準」や「技術基準の解釈」に引用を求める民間規格・

基準の制定・承認などの活動を行う委員会として，「日本電気技術規格委員会」が平成9年

6月に設立されました。 

 

４．日本電気技術規格委員会の活動 

日本電気技術規格委員会は，学識経験者，消費者団体，関連団体等で構成され，公平性，

中立性を有する委員会として，民間が自主的に運営しています。 

経済産業省では，民間規格評価機関から提案された民間規格・基準を，技術基準の保安体

系において積極的に活用する方針です。当委員会は，自身を民間規格評価機関として位置付

け委員会活動を公開するとともに，承認する民間規格などについて広く一般国民に公知させ

て意見を受け付け，必要に応じてその意見を民間規格に反映するなど，民間規格評価機関と

して必要な活動を行っています。 

具体的には，当委員会における専門部会や関係団体等が策定した民間規格・基準，技術基

準等に関する提言などについて評価・審議し，承認しています。また，必要なものは，行政

庁に対し技術基準等への反映を要請するなどの活動を行っています。 

 



 

 

主な業務としては， 

・電気事業法の技術基準などへの反映を希望する民間規格・基準を評価・審議し，承認 

・電気事業法等の目的達成のため，民間自らが作成，使用し，自主的な保安確保に資する

民間規格・基準の承認 

・承認した民間規格・基準に委員会の規格番号を付与し，一般へ公開 

・行政庁に対し，承認した民間規格・基準の技術基準等への反映の要請 

・技術基準等のあり方について，民間の要望を行政庁へ提案 

・規格に関する国際協力などの業務を通じて，電気工作物の保安，公衆の安全及び電気関

連事業の一層の効率化に資すること 

などがあります。 

 

５．本規格の使用について 

日本電気技術規格委員会が承認した民間規格・基準は，審議の公平性，中立性の確保を基

本方針とした委員会規約に基づいて，所属業種のバランスに配慮して選出された委員により

審議，承認され，また，承認前の規格・基準等について広く外部の意見を聞く手続きを経て

承認しています。 

委員会は，この規格内容について説明する責任を有しますが，この規格に従い作られた

個々の機器，設備に起因した損害，施工などの活動に起因する損害に対してまで責任を負う

ものではありません。また，本規格に関連して主張される特許権，著作権等の知的財産権（以

下，「知的財産権」という。）の有効性を判断する責任，それらの利用によって生じた知的

財産権の有効性を判断する責任も，それらの利用によって生じた知的財産権の侵害に係る損

害賠償請求に応ずる責任もありません。これらの責任は，この規格の利用者にあるというこ

とにご留意下さい。 

本規格は，「電気設備の技術基準の解釈について」に引用され同解釈の規定における選択

肢を増やす目的で制定されたもので，同解釈と一体となって必要な技術的要件を明示した規

格となっております。 

本規格を使用される方は，この規格の趣旨を十分にご理解いただき，電気工作物の保安確

保等に活用されることを希望いたします。 

 



 

規格制定に参加した委員の氏名 

 

 

（ 順 不 同 ， 敬 称 略 ） 
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